
出資団体台帳 出資団体名 42.飛騨高山森林組合
所管課 森林・環境政策部　森林政策課

１．出資団体概要 （令和７年５月２２日現在）

①法人分類 その他 （ 組合 ） ⑨設立目的

②業務分類 農林水産 （ ） 定款に掲げる主な事業内容 現在の実施の有無 主な受益者

③主な活動範囲 市内規模 （ 白川村含む ） 組合員のために行う森林の経営に関する指導 実施 理由（ ） 市民

④所在地 高山市新宮町112番地17 組合員の委託を受けて行う森林の施業又は経営 実施 理由（ ） 市民

⑤設立年月日 平成17年6月1日 鳥獣害の防止、病害虫の防除その他組合員の森林の保護に関する事業 実施 理由（ ） 市民

⑥従業員数
役員 (常勤) 1 人 (非常勤) 15 人 組合員の行う林業その他の事業又はその生活に必要な物資の供給 実施 理由（ ） 市民

正社員 (常勤) 133 人 (内出向) 3 人 組合員の生産する林産物その他の物資の運搬、加工、保管又は販売 実施 理由（ ） 市民

⑦役員等 役職名 氏名 市所属・職位 組合員の行う林業に必要な林道の設置 実施 理由（ ） 市民

代表者 代表理事組合長 千原　達雄 理由（ ）

役員 代表理事副組合長 山本　幸生 理由（ ）

理事 門前　吉之 理由（ ）

理事 増田　　勝 理由（ ）

理事 嶋田　敏彦 ⑩地域の関わり

理事 三宅　良一 当市の中核を担う林業事業体として、木材生産・販売など全市的に事業を展開しており、地域住民からの出資や役員就任
により運営されている。

理事 岩佐　昌則

理事 中村　忠史

理事 野中　隆平

理事 上野　誠一 ⑪市民の関わり

理事 札脇　正直 各事業には地域住民の関わりも強く、地域の雇用促進にもつながっている。

理事 阪本　　太

理事 中川　　正

⑧資本金 636,430 千円

出資者 資産種別 出資額 出資割合 ⑫経緯

高山市 出資金 209,524千円 32.9% 出
資
時
の
状
況

合併前の旧組合毎の設立年月日と出資額（合併調整前）は次のとおり
高山市S27.3.19：14,371,000円、丹生川村S27.4.2：1,315,800円、清見村S17.1.19：4,767,000円、
荘川村S27.3.20：20,000,000円、宮村S27.3.14：14,322,600円、久々野町S27.8.11：14,092,400円、
朝日村S17.5.2：18,330,800円、高根村S27.4.1：33,901,000円、国府町S17.4.6：25,950,000円、
上宝村S27.4.2：16,924,000円、宮村・久々野町・朝日村・高根村はH9.6.2南大野森林組合に合併

白川村 出資金 10,963千円 1.7%

その他 出資金 415,943千円 65.4%

【備考】  組合員数　636,430口

 ※正組合員　6,097人、621,250口
 　准組合員　　591人、 15,180口

そ
の
後
の
経
緯

H17.6.1　高山市、丹生川村、清見村、荘川村、白川村、南大野、国府町、上宝村の８つの森林組合の合併により、
合併前の各組合（白川村森林組合を除く）への出資金（163,974,600円）について資産規模に応じ調整され
209,524,000円に増額され現在に至っている。
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２．事業概要

①事業 ②市事業 ③種別
④業務内容、状況、課題等

（施設がある場合は、施設ごとの状況、公共施設等総合管
理計画における方針☞を記入）

⑤事業収支
⑥定性的評価

市による
関与の必要性

民間による
代替性

事業の
採算性

森林整備の請負 ○ 受託事業 市有林や国有林等の整備など、公共事業の請負 黒字 有 有 有

森林整備の受託 － 受託事業 組合員からの委託を受けて行う森林整備 黒字 有 有 有

加工・販売 － 団体事業 生産した木材の加工・販売 黒字 無 有 有

組合員への指導 － 団体事業 組合員に対する森林整備への支援 赤字 有 無 無

職員派遣
（森林経営管理アドバイザー）

○ その他 市森林政策課に職員を派遣 － 有 無 無
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３．財務状況

⑴ 貸借対照表 (令和3年2月28日現在) (令和4年2月28日現在) (令和5年2月28日現在) (令和6年2月29日現在) (令和7年2月28日現在)

項目
令和2年度 第 期 令和3年度 第 期 令和4年度 第 期 令和5年度 第 期 令和6年度 第 期

決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減

 資産の部合計 A 2,109,506 千円 - 2,090,242 千円 ▲0.9 % 2,307,663 千円 10.4 % 2,237,373 千円 ▲3.0 % 2,320,180 千円 3.7 %

流動資産 B 1,151,521 千円 - 1,150,581 千円 ▲0.1 % 1,277,170 千円 11.0 % 1,227,832 千円 ▲3.9 % 985,506 千円 ▲19.7 %

固定資産 C 957,985 千円 - 939,661 千円 ▲1.9 % 1,030,493 千円 9.7 % 1,009,541 千円 ▲2.0 % 1,334,674 千円 32.2 %

繰延資産 0 千円 - 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

 負債の部合計 1,021,232 千円 - 933,208 千円 ▲8.6 % 1,086,920 千円 16.5 % 973,165 千円 ▲10.5 % 1,041,611 千円 7.0 %

流動負債 D 336,978 千円 - 334,443 千円 ▲0.8 % 466,174 千円 39.4 % 543,093 千円 16.5 % 362,643 千円 ▲33.2 %

（うち借入金） E （0 千円） - （0 千円） （0 千円） （0 千円） （0 千円）

固定負債 684,254 千円 - 598,766 千円 ▲12.5 % 620,746 千円 3.7 % 430,072 千円 ▲30.7 % 678,968 千円 57.9 %

（うち借入金） F （446,923 千円） - （332,325 千円） ▲25.6 % （320,625 千円） ▲3.5 % （109,542 千円） ▲65.8 % （369,443 千円） 237.3 %

 純資産の部 G 1,088,274 千円 - 1,157,033 千円 6.3 % 1,220,743 千円 5.5 % 1,264,207 千円 3.6 % 1,278,568 千円 1.1 %

資本金 654,239 千円 - 651,858 千円 ▲0.4 % 649,620 千円 ▲0.3 % 639,646 千円 ▲1.5 % 636,430 千円 ▲0.5 %

利益剰余金等 434,035 千円 - 505,175 千円 16.4 % 571,123 千円 13.1 % 624,561 千円 9.4 % 642,138 千円 2.8 %

健
全
性
指
標

 債務超過の有無（G） 目標：無 無 - 無 - 無 - 無 - 無 -

 自己資本比率（G/A） 目標：50%以上 51.6% - 55.4% 7.3 % 52.9% ▲4.4 % 56.5% 6.8 % 55.1% ▲2.5 %

 流動比率（B/D） 目標：150%以上 341.7% - 344.0% 0.7 % 274.0% ▲20.4 % 226.1% ▲17.5 % 271.8% 20.2 %

 固定比率（C/G） 目標：100%以下 88.0% - 81.2% ▲7.7 % 84.4% 3.9 % 79.9% ▲5.4 % 104.4% 30.7 %

 借入金依存度（A/E+F） 目標：前年比較減 21.2% - 15.9% ▲25.0 % 13.9% ▲12.6 % 4.9% ▲64.8 % 15.9% 225.2 %

⑵ 損益計算書 (令和2年3月1日～令和3年2月28日) (令和3年3月1日～令和4年2月28日) (令和4年3月1日～令和5年2月28日) (令和5年3月1日～令和6年2月29日) (令和6年3月1日～令和7年2月28日)

令和2年度 第 期 令和3年度 第 期 令和4年度 第 期 令和5年度 第 期 令和6年度 第 期

決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減

 営業収益 1,939,965 千円 － 2,082,460 千円 7.3 % 2,151,762 千円 3.3 % 2,165,479 千円 0.6 % 2,100,667 千円 ▲3.0 %

 営業費用 1,919,239 千円 － 1,960,400 千円 2.1 % 2,066,779 千円 5.4 % 2,079,520 千円 0.6 % 2,075,326 千円 ▲0.2 %

（うち売上原価）（対営業収益比率） (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

（うち人件費）（対営業収益比率） （275,936 千円） (14.2%) （293,940 千円） (14.1%) （327,234 千円） (15.2%) （303,680 千円） (14.0%) （295,724 千円） (14.1%)

 〈営業損益〉 20,726 千円 － 122,061 千円 488.9 % 84,983 千円 ▲30.4 % 85,959 千円 1.1 % 25,341 千円 ▲70.5 %

 営業外損益 1,825 千円 － ▲ 24,730 千円 ▲1,454.8 % 7,004 千円 128.3 % 5,690 千円 ▲18.8 % ▲ 2,133 千円 ▲137.5 %

 〈経常損益〉 22,551 千円 － 97,330 千円 331.6 % 91,987 千円 ▲5.5 % 91,649 千円 ▲0.4 % 23,208 千円 ▲74.7 %

 〈当期純損益〉 37,653 千円 － 71,141 千円 88.9 % 65,948 千円 ▲7.3 % 63,183 千円 ▲4.2 % 27,172 千円 ▲57.0 %

〈評価分析〉　 H30を除き純利益を計上するとともに、健全性指標が目標値を概ね満たしており、財務状況はまずまず健全といえる。

４．市の財政的関与

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

 出資金 209,524 千円 (32.0%) 209,524 千円 (32.0%) 209,524 千円 (32.3%) 209,524 千円 (32.8%) 209,524 千円 (32.9%)

 負担金、補助及び交付金 79,116 千円 79,822 千円 79,822 千円 77,568 千円 74,495 千円

 指定管理料

 その他 24,052 千円 47,549 千円 86,309 千円 49,220 千円 54,206 千円

備考
・負担金：市交流派遣職員負担金（H31～）
・補助金：造林事業補助金、倒木処理事業補助金（～H29）
・工事、委託：市有林整備工事、林道整備工事、市有林管理委託等
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５．課題等

項目 市所管課 団体

Ｓ
Ｗ
Ｏ
Ｔ
分
析

内部分析

強み
・当市の中核を担う林業事業体である。
・地域住民からの出資や役員就任、市民の雇用の場として地域との関わり
が強い。

・従業員130名を超える事業体であり、市民の雇用促進、移住就業の場と
なっている。
・木材生産から加工まで幅広く事業展開しており、森林所有者や他の林業
事業体とのネットワークがある。

弱み
・国県市等の造林関係補助金の依存度が高く、フレキシブルな需要に応じ
た原木の供給が難しい。
・地域の関わりが大きいため、外部の視点が少ない。

・団体の規模が大きいため、意思決定に時間がかかる。
・職員の専門化が進み、他業種との交流が以前に比べ少なくなっている。

外部分析

機会
・災害等により公益的な面からの森林整備が重要視されている。
・自然保護、水源涵養、脱炭素などに対する関心が高い。

・環境譲与税や森林経営管理法が施行され、その担い手として期待されて
いる。
・SDGs、脱炭素社会などへの貢献が期待されている。

脅威
・林業従事者の担い手不足
・森林所有者の林業経営や森林管理への関心の低下
・海外産輸入木材の価格変動に伴う需給バランスの変動

・林業従事者の担い手不足
・森林所有者の林業経営や森林管理への関心の低下

事業面
（必要性、公益性、採算性、収益性など）

・森林組合法により設立され、森林所有者の経済的社会的地位の向上、森
林の保続培養、森林生産力の増進のため必要な団体である。

・全国的にみても規模の大きな組合であり、森林整備を進める部署も規模
が大きい。

財政面
（財務状況の現状や将来の見通しなど）

・安定した事業地の確保や公共事業等による伐採、森林整備事業などによ
り一定の利益が確保されている。
・補助金予算の増減により計画が左右される面がある。

・この数年間は、一定の利益剰余金を確保している。
・森林整備の事業収入は補助金や公共事業に偏っており、相手方の予算状
況に左右される面がある。

施設・設備
（所有する建物や設備等の状況など）

・市有建物を本所事務所として貸与している。
・組合所有施設が各地に点在している。

・H17年度に建設した製材工場の老朽化、設備維持に多額の費用が必要
・本所施設の建設や支所を統合する計画がある。

組織・人員体制
（役員や従業員等の状況など）

・出資比率が高いが市職員は役員に就任していない。
・森林技術者の定着率が課題となっている。

・令和３年度より役員の構成を旧市町村単位と白川村の地区組合員代表と
して11名と、組合職員１退職者２名とした。
・従業員はバランスの取れた年齢構成である。

公共施設等総合管理計画
（方針と今後の考え方）

― ―

自由記載
（団体や事業の今後のあり方や果たすべき
役割について）
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